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により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。
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（監査の結果）

１ 県単都市河川整備工事（�越単都第３０１号の２）において、法
覆護岸工の設計積算に留意を要するもの（過大設計額（工事原価

）２，３５９，６７６円）が認められた。 （今治地方局建設部）

２ 用地買収契約書等に係る収入印紙の貼付に留意を要するもの（

過大貼付、未貼付）が認められた。

（松山地方局伊予土木事務所）

（措置の内容）

１ 今治地方局建設部

今回指摘のあった積算誤りにより過大に支払われたと認められ

る請負代金相当額１，１８６，１５０円については、請負者より自主返納

の申し出があり、当局としては、１１月３０日付けでこれを受け入れ

た。

なお、工事の設計積算については、設計図書チェックリストに

よる設計書の審査を平成１５年１０月に導入し審査体制の強化に取り

組んできたが、さらに、積算担当者や審査者へ各々の役割を再確

認させ、真に実効性を伴った審査を行うよう指導・教育を徹底す

るなど、職員の自覚と資質を高め再発防止に努めている。

また、平成１６年１１月には土木部長からの注意喚起を受け、再度

、関係職員への指導を徹底した。

２ 松山地方局伊予土木事務所

用地買収契約書等に係る収入印紙の過大貼付２４件、９２，０００円に

ついては、所轄税務署に印紙税過誤納確認（還付）申請し、平成

１６年１１月１０日に全額愛媛県に還付された。また、未貼付２１件、４６

，４００円については、平成１６年９月１４日に追加貼付等適正に処理し

た。

今後とも適正に事務処理を進めるよう努めて参りたい。
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